横須賀市民オンブズマン吉田市長２期８年間の評価
１．平成21年度

	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	マニフェスト（207項目）を掲げ当選
（平成21年６月）
	　私が選ばれたというよりマニフェストが支持され、当選した。
	　既に実施済みの事業をあたかも新規に取組むかのような項目、実現不可能な項目、取るに足らない項目が大半。

	市長の運転手つき公用車の廃止
	　マニフェストを実行した。
	　市長車だったものを廃車にしたわけではなく、運転手も解雇したわけではないので、財政効果はゼロ（マニフェストには、3,100万円の効果がある旨記載）。


２．平成22年度

	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	事業仕分けの実施
（平成22年10月）
	　注目度の高い事業仕分けを、本市で初めて実施した。
	　民主党の真似で行った。地域特性の強い市町村事業に対し、他地域出身の仕分け人が事業の背景など調べもせず、廃止、見なおしの暴論を述べることに終始。議会も批判し各事業に関わっている市民も猛反発し１回のみで終了。

	児童養護施設（長瀬）の設置認可
（平成23年３月）
	　運営主体への補助制度の問題により、建設・認可が難航していたものを、整理・解決した。
	　平成20年度に、一旦、不調となったもの。不調になった時点から平成22年度中に解決すべく、調整を続けていたもので、平成21年６月に就任した市長がなにかをしたわけではない。


３．平成23年度

	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	地域運営協議会モデル地区の設置
（追浜・浦賀）
	　地域のことは地域で決める。地域の課題は地域で解決する仕組みができた。
	　実質的な事務局を各行政センターが担っている。よって、本庁管内には未設置地区が多い。予算措置の状況も「地域の課題を解決する」には程遠いもの。自治分権論のはき違え。


４．平成24年度
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	福祉バス「ルシア号」の廃止
（平成24年４月）
	　より広範な高齢者の外出支援事業への転換を図るため、事業を終了。周知期間をとるため、終了時期を４月28日とした。
	市長が予定していた終了時期は３月末日で、周知期間がまったく設定されていなかったため、議会の強い要請により終了時期を繰り下げたもの。

	特別養護老人ホーム300床増床
（平成24年４月）
	　特別養護老人ホームを増床し、特養入所待機者を減らした。
	　前市長（蒲谷市長）時代に策定した第４期介護保険事業計画に位置付けられていたもので、開設の時期が、吉田市長の任期内になったもの。

	ウォーターサービス（株）設立断念
（平成24年６月）
	　上下水道局が設立を予定していた株式会社に対し、随意契約発注できないことが判明したため、設立を断念する。上下水道局長は、このことを従前から認識していたが、市長には報告されてこなかったのが問題。
	　法的な課題の有無については、議会において指摘され議会でも賛否が拮抗していた。市長がこの問題を把握していなかったとは信じがたい。市長は自分が連れてきた上下水道局長に責任を押しつけ辞任に追いやり幕引きをした。

	美術館でラルカンシエルを開催し来場者２万人を突破
（平成24年６月）
	　美術館の新しい活用の試みとして、結成20周年のラルカンシエルの協力を得て実現できたもの。
	　美術館でやるべき企画であったのか？美術館条例で定める入館料上限を上回った額を徴収したこと、入館料が一切、市に入らない契約形態など、議会でも疑問の声が多数。


５．平成25年度
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	救急医療センター新規オープン

	　選挙時及び就任当初は、経費節減のために三春町での改築を予定したが、医師会施設と合築することで経費の削減が図れたので、新規建設とした。
	　医師会との合築は、市長が検討し考え出したことではなく、前市長（蒲谷市長）時代に予定していたとおりのこと。三春町での改築する場合との経費比較など、余計な手間ひまを生じさせただけのこと。

	小児医療費助成対象を小２まで拡大
	　こどもが主役になれるまちとして、助成対象を拡大した。
	　21年の選挙時からマニフェストに、「小児医療費の助成を拡大する」とあるにも関わらず、２回目の選挙の年に、初めて拡大。２回目の選挙戦時、他候補者が小６までの無料化を公約とすると、それに合わせた公約を発表

	スクールランチの充実
	値段・栄養・注文のしやすさなど問題を解消し、利用しやすいスクールランチに転換する
	　当初の４年間、特段の取り組みをしてこなかった中学生の昼食問題について、他候補者が給食実施を公約に掲げたため、あわてて標榜し始めたもの

	人口流出日本一
（平成25年総務省統計）
	　転出数自体は藤沢市のほうが多い。藤沢は転入が多いだけ。80％以上の市民が横須賀に住み続けたいと思っているので、魅力を発信する
	　選ばれるまちをビジョンというが、実際の目標は社会減「０」で、選ばれるとは乖離がある。しかも、これすら毎年達成できていない


６．平成26年度
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	都市イメージ創造発信担当の設置

	　横須賀の転入してこないのは、都市イメージが悪いから。そのための特命担当を置き、社会減０を目指す
	　集客担当として民間から任期付採用した職員を、終身雇用とするために設置したポストとしか思えない。市長は、これによる効果が表れるのは、悠長に数十年後としている。

	三浦半島４市１町で自転車パンフレット作成
	　自転車愛好家の更なる来訪を促すために、三観協の予算により、パンフレットを作成した。作成は、ノウハウをもつ事業者が１社であったため、ここへの随意契約とした。
	　受注業者は市長の支援者が主宰しているＮＰＯ法人。利益誘導の疑念はぬぐえず、作成されたパンフレットにも誤りが多く、修正のための経費が増加し、配布時期も相当に遅延した。

	美術館の市長部局への移管を断念
	　より集客施設として活用できるように、博物館法に基づく美術館をやめ、市長部局へと移管する。
	　博物館法に基づく美術館であることのデメリットが一切説明されず、教育委員会で否決された。24年度に行ったラルク展のような催しを開催しやすくすることを狙ってのことか。

	施設配置適正化計画の策定
	　今後、多額の更新費用が見込まれる施設の維持管理を適正に行うため、縮減計画を作成した。具体的には、分野別実施計画を作る中で検討する。
	　市は市民活動に資する公共施設を担保維持するのか市の責務を明確にせず、廃止統合などを一方的に打ち出した。パブコメで市民から多くの意見が寄せられたが、その大半は「分野別実施計画作成の中で検討する」と判断を先送りした。廃止や移転とされていたものが、市長選となる29年に、急遽、現状維持へと変更されたがこれはお得意の選挙対策か？


７．平成27年度
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	地方創生加速化交付金事業の不採択
	　国や県との調整が不十分で、交付金の採択はなされなかったが、事業としては必要なものであり、市費のみで事業を実施したい
	　事業の内容もありきたりであり、情報収集の努力もなされていない。不採択は、ある意味、当然のこと。交付金を充当し市費負担がないというので、事業実施を可としたものであり、交付金が充当されない以上、事業実施は認められない


８．平成28年度
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	中学校給食の実施を決断

	　ニーズの高い中学校給食を、完全喫食の形で実施することとし、早期に実施方法を定め、可及的速やかに開始する。
	　これまで幾度となく、スクールランチの充実を謳った試行を繰り返しては、失敗を重ねている。市長選を目前にし、争点化を避けるため、実績とするために、方針転換を行った


９．時期の限定なし
	項　目（時期）
	市長の言い分
	評価

	８年間で11社の企業誘致に成功
	　地域経済活性化のために、特に企業誘致に力を注いできた
	　企業誘致によって、雇用統計、市税収入にどれだけの影響があったのか、説明されず。廃業・転出企業のほうが、断然、多い。

	市債残高の減
	　次世代に負担を残さないために、財政基本計画を策定し、その目標を常にクリアしており、借金は着実に減っている。
	　市債は借金で悪、それを減らす市長は善とのイメージ戦略を展開している。市債は、租税負担の世代間公平を図る手段という発想が皆無。
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